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検証事業について 

 

■過去の検証事業 

年度 № 事業名 担当課 

H28 年度 

1 おいらせ町総合戦略策定事業 
企画財政課 

まちづくり防災課 

2 地域空店舗活用支援事業 商工観光課 

3 移住促進事業 
企画財政課 

地域整備課 

4 農業生産基盤強化のための機械購入支援事業 農林水産課 

5 町民バス拡充事業 企画財政課 

6 百石高等学校アクティブラーニング支援事業 学務課 

7 地場産米・酒の消費 PR 推進事業 
商工観光課 

農林水産課 

8 多子出産祝金事業 町民課 

H29 年度 

1 おいらせ町里山整備事業 商工観光課 

2 japan aomori food fair 事業 商工観光課 

3 商店街活性化・地域空き店舗活用・小さな拠点事業 商工観光課 

4 八戸圏域 DMO プロジェクト調査・検討事業 商工観光課 

5 移住促進事業 企画財政課 

H30 年度 

1 地域雇用創出推進事業 商工観光課 

2 乳幼児医療費給付事業 町民課 

3 移住促進事業（県等補助） 企画財政課 

4 移住促進事業（町単独） 企画財政課 

5 結婚促進事業 企画財政課 

R 元年度 - 第 1 期総合戦略 全体検証 - 

R2 年度 

1 学校給食無料化事業 学務課 

2 おいらせブランド推進事業 商工観光課 

3 
関係人口創出事業 

（ふるさと応援寄付金・ふるさと大使・東京おいらせ会） 
政策推進課 

4 移住・定住促進事業 政策推進課 

5 地域おこし協力隊 政策推進課 

R3 年度 
1 自由の女神リブランディング事業 政策推進課 

2 百石高校魅力アップ事業 商工観光課 

 

■検証方法 

・検証組織：検証部会（戦略会議から 5名選任） 

・検証時期：令和 4年 11 月を予定（1日） 

・手 法：各課担当者が検証調書を作成⇒事前送付⇒各担当者より説明、質疑応答 

⇒評価・検証 
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令和４年度 検証候補事業 

 

事業名 概要 担当課 総合戦略内の関連達成指標（KPI） 

地域おこし協力

隊事業（観光物産

振興） 

地域おこし協力隊（現

在は 2 名）を受け入

れ、観光物産振興によ

る町の活性化と町観

光物産協会の自立化

を目指しています。 

商工観光課 

基本目標②-イ 

新たなひとの流れを作

る魅力の創出と情報発

信 

R2 達成度 

●関係人口 高 

●年間観光客入込数 低 

甲洋・下田小学校

区 子育て世代

定住助成金 

児童数が減少してい

る甲洋小学校区、下田

小学校区へ転入・転居

する子育て世代に、住

宅取得費の 10％を交

付しています。 

上限額：新築 100 万円 

中古 60 万円 

政策推進課 

基本目標② 

新しいひとの流れによ

る交流の促進 

R2 達成度 

●社会増減 高 

基本目標①-ア 

子育て支援の充実 
R2 達成度 

●子育て支援全般への

満足度 
高 

おいらせ町移住

者採用企業支援

補助金 

インターネット上の

求人サイト等に移住

者向け求人情報等を

掲載した企業等に、補

助金を出しています。 

対象：町内に本社また

は営業所等を有する

企業 

補助額：経費の 3/4 

上限 30 万円 

政策推進課 

基本目標② 

新しいひとの流れによ

る交流の促進 

R2 達成度 

●社会増減 高 

経営所得安定対

策事業 

水田・畑作等の販売価

格が生産費を下回っ

ている作物を対象に、

その差額を交付する

ことで農家の経営の

安定化や生産力を確

保しています。 

農林水産課 

基本目標③ 

地域産業の育成と活性

化の推進 

R2 達成度 

●農業産出額 高 

基本目標③-ア 

地域産業の育成と活性

化 

R2 達成度 

●認定農業者 中 

基本目標③-イ 

雇用の創出と未来を担

う人材の育成と確保 

R2 達成度 

●新規就農者 中 
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事業名 概要 担当課 総合戦略内の関連達成指標（KPI） 

一般介護予防事

業 

地域における自立支

援の取り組みを推進

し、要介護状態になっ

ても生きがいや役割

をもって生活できる

地域の構築を目指し、

介護予防を促進して

います。 

例：介護予防教室、「み

んな集まれ！おいら

の 100 歳体操」の実施 

介護福祉課 

基本目標④-ア 

地域共生社会の体制づ

くり 

R2 達成度 

●地域福祉活動に参加

している割合 
中 

●特定健康診査受診率 低 

●介護予防事業参加者 高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


